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ソ フ ト ウ ェ ア 業  

 

  

平 成 1 5 年 か ら 受 注 は 緩 や か な が ら 回 復 傾 向 を み せ て

お り 、 1 6 年 後 半 か ら 1 7 年 に か け て 一 時 や や 減 少 し た

も の の 、 年 後 半 に は 再 び 増 加 傾 向 に 転 じ て い る 。 た だ

し 、 受 注 単 価 の 下 落 は 続 い て お り 、 収 益 の 改 善 は 遅 れ

気 味 で あ る 。  

 1 8 年 も 需 要 は 堅 調 で あ る と み ら れ る が 、業 界 で は 顧

客 の 需 要 に 応 じ た 技 術 を 持 つ 人 材 の 確 保 が 大 き な 課

題 と な っ て い る 。  

 業 界 の 概 要  

 ソ フ ト ウ ェ ア 業 は 、 コ ン ピ ュ ー タ の プ ロ グ ラ ム （ 主

に ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト ウ ェ ア と 呼 ば れ る も の ） の

開 発 を 行 う 企 業 で あ る 。  

 ア プ リ ケ ー シ ョ ン ソ フ ト は 特 定 の ユ ー ザ ー の 依 頼 に

よ っ て 開 発 さ れ る 専 用 （ 受 託 ） ソ フ ト と 、 複 数 の ユ ー

ザ ー へ の 販 売 を 目 的 と し た パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト と に 分 け

ら れ る 。 米 国 な ど 諸 外 国 で は パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト の 比 率

が 高 い の に 対 し て 、 日 本 で は パ ッ ケ ー ジ ソ フ ト の 比 率

が 増 加 し て は い る が 、 依 然 受 託 ソ フ ト の 比 率 が 高 い 。  

 当 業 界 の 企 業 は 、 資 本 系 列 や 開 業 の 経 緯 に よ っ て 、

情 報 機 器 メ ー カ ー か ら 独 立 し た メ ー カ ー 系 、 コ ン ピ ュ

ー タ ユ ー ザ ー の 情 報 シ ス テ ム 部 門 が 独 立 し た ユ ー ザ ー

系 、 そ し て ど ち ら に も 属 さ な い 独 立 系 に 大 別 さ れ る 。

一 般 的 に は 、 大 手 ・ 中 堅 企 業 は メ ー カ ー 系 、 ユ ー ザ ー

系 が 、 小 規 模 企 業 は 独 立 系 が 多 い と さ れ て い る 。  

 ま た 、 受 注 契 約 の 形 態 別 に み る と 、 顧 客 先 に お い て

開 発 を 行 う 派 遣 契 約 と 、 主 に 自 社 内 で 開 発 を 行 う 請 負

契 約 と が あ る 。 最 近 で は 、 ア ウ ト ソ ー シ ン グ の 活 発 化
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に よ り シ ス テ ム の 構 築 か ら 保 守 ま で を す べ て 請 け 負 う

形 態 も 増 加 し て い る 。  

 Ｉ Ｔ 化 の 進 展 に 伴 い 、 顧 客 側 が 当 業 界 の 企 業 に 要 求

す る 水 準 も 高 ま っ て い る 。 特 に 最 近 は 、 コ ン ピ ュ ー タ

ウ ィ ル ス 等 に よ る 被 害 の 増 加 や 、 コ ン ピ ュ ー タ に 保 存

さ れ て い る 顧 客 情 報 の 流 出 と い っ た セ キ ュ リ テ ィ の 問

題 が 大 き く 取 り 上 げ ら れ 、 対 応 を 迫 ら れ て い る 。  

 大 阪 の 地 位  

 受 託 ソ フ ト ウ ェ ア の 開 発 は 、 顧 客 企 業 の 本 社 所 在 地

近 辺 で 行 わ れ る こ と が 多 い こ と や 、 人 材 の 確 保 が 容 易

で あ る こ と な ど か ら 、 ソ フ ト ウ ェ ア 業 は 典 型 的 な 大 都

市 立 地 型 産 業 で あ る 。 大 阪 府 内 に お け る 当 産 業 の 集 積

は 依 然 と し て 高 い も の の 、 顧 客 の 本 社 や 情 報 シ ス テ ム

部 門 の 首 都 圏 な ど 大 阪 府 外 へ の 移 転 が 進 ん で い る こ と

か ら 、 そ の 地 位 は 相 対 的 に 低 下 を 続 け て い る 。  

 平 成 1 6 年 に お け る 大 阪 府 内 の ソ フ ト ウ ェ ア 業 の 事

業 所 数 は 3 6 0 で 、 全 国 に 占 め る 割 合 は 8 . 8％ と 東 京 都

の 2 9 . 3 ％ に 次 い で 全 国 第 ２ 位 で あ る 。全 国 の 事 業 所 数

は 1 3 年 以 降 減 少 を 続 け て い る が 、 大 阪 府 で は 1 5 年

（ 3 5 1） か ら わ ず か に 増 加 し た （ 経 済 産 業 省 『 平 成 1 6

年 特 定 サ ー ビ ス 産 業 実 態 調 査 報 告 書  情 報 サ ー ビ ス 業

編 』）。  

 一 方 、 従 業 者 数 は 2 6 , 3 3 8 人 （ 全 国 の 7 . 8％ ）、 年 間

売 上 高 は 5 , 5 6 2 億 円 （ 同 6 . 0％ ） と な っ て い る 。 従 業

者 数 、 年 間 売 上 高 に お い て は 神 奈 川 県 （ そ れ ぞ れ

1 2 . 3 ％ 、1 1 . 3 ％ ）を 下 回 り 、全 国 第 ３ 位 と な っ て お り 、

当 業 界 の 首 都 圏 へ の 集 中 傾 向 は 強 い 。 ま た 、 大 阪 府 内

の ソ フ ト ウ ェ ア 業 は 、 一 事 業 所 当 た り の 売 上 高 が

2 , 1 1 2 万 円 と 全 国 平 均 の 2 , 7 2 1 万 円 よ り も 低 く 、 東 京

都 や 神 奈 川 県 と 比 較 す る と 大 規 模 な 案 件 が 少 な い 。  
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 受 注 の 回 復 は 緩 や か   

全 国 的 な ソ フ ト ウ ェ ア の 売 上 高 は 、1 5 年 に や や 減 少 し

た 後 、 1 6 年 に は 増 加 に 転 じ た 。四 半 期 毎 の 動 き を み る

と 、 1 6 年 後 半 か ら 1 7 年 前 半 に は 前 期 比 で や や 減 少 し

た も の の 、 1 7 年 ７ ～ ９ 月 期 に は 3 . 9％ 増 と 再 び 上 昇 に

転 じ て い る 。  

 内 容 別 で は 、 1 4、 1 5 年 に は 高 い 伸 び を 示 し て い た ゲ

ー ム ソ フ ト な ど の ソ フ ト ウ ェ ア プ ロ ダ ク ト が 近 年 減 少

傾 向 に あ る 一 方 、 シ ス テ ム イ ン テ グ レ ー シ ョ ン な ど の

受 注 ソ フ ト ウ ェ ア は 堅 調 で あ る 。  

 大 阪 府 内 の ソ フ ト ウ ェ ア 業 に お い て は 、 製 造 業 を は

じ め と し た 需 要 先 の 業 績 回 復 に 伴 い 、 シ ス テ ム 更 新 需

要 に 加 え て 、 合 併 ・ 統 合 な ど に 伴 う 変 更 、 管 理 体 制 全

般 の 見 直 し や セ キ ュ リ テ ィ に 関 す る 新 た な 案 件 の 引 き

合 い が 増 加 す る な ど 、 回 復 に 向 け た 動 き が み ら れ て い

る 。 ま た 、 府 内 企 業 の 需 要 に 加 え て 、 旺 盛 な 首 都 圏 で

の 需 要 を 満 た す た め 、 大 阪 府 内 の 事 業 所 で 首 都 圏 の 案

件 の 開 発 を 行 う と い っ た 例 も あ る 。  

 た だ 、府 内 大 手 企 業 を 主 要 顧 客 と し て い る 企 業 に は 、

顧 客 側 の 大 幅 な 経 営 再 建 策 が 打 ち 出 さ れ た こ と に よ り

進 行 中 の 案 件 が 保 留 扱 い と な り 、 見 通 し が 不 透 明 に な

っ て い る と す る と こ ろ も あ る 。  

 一 方 、 医 療 機 関 な ど 特 定 の 業 種 に 向 け た パ ッ ケ ー ジ

ソ フ ト は 引 き 続 き 需 要 が 大 き く 、 受 注 が 増 加 傾 向 に あ

る な ど 、業 界 の 中 で も 対 象 分 野 に よ っ て 格 差 が 大 き い 。 

 収 益 の 改 善 は 鈍 い   

受 注 単 価 に つ い て は 横 ば い な い し は 低 下 傾 向 が 続 き

弱 含 み で あ る 。 最 近 で は 大 手 企 業 を 中 心 に 、 人 件 費 の

低 い 中 国 等 海 外 の 企 業 へ ソ フ ト 開 発 を 発 注 し コ ス ト 削

減 に つ な げ る オ フ シ ョ ア 開 発 が 広 が っ て お り 、 国 内 で
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も 顧 客 が そ れ を 織 り 込 ん で 発 注 す る こ と が 受 注 単 価 の

下 落 の 一 因 と な っ て い る 。  

 一 方 で 、 各 社 と も コ ス ト 削 減 努 力 で 利 益 確 保 を 続 け

て い る も の の 、 昨 年 施 行 さ れ た 個 人 情 報 保 護 法 の 影 響

か ら 書 面 の や り と り が 増 え る な ど の 手 数 と 時 間 が か か

っ た り 、 プ ラ イ バ シ ー マ ー ク や 情 報 セ キ ュ リ テ ィ マ ネ

ジ メ ン ト シ ス テ ム （ I S M S ） の 認 証 取 得 の 必 要 に 迫 ら れ

た り す る な ど 、 費 用 負 担 が 増 加 傾 向 に あ り 、 収 益 を 圧

迫 し て い る 。  

 資 金 繰 り は や や 窮 屈  

 当 業 界 へ の 支 払 条 件 は 月 末 締 め か ら 数 十 日 後 と い う

の が 一 般 的 で あ る が 、 決 済 期 日 が 長 期 化 し つ つ あ る と

と も に 、 一 部 に は 従 来 現 金 で 決 済 し て い た 取 引 先 か ら

手 形 で の 支 払 い を 提 示 さ れ た り 、 手 形 の サ イ ト が 長 期

化 し た り す る 例 も み ら れ る よ う に な っ て い る 。 こ の た

め 金 融 機 関 の 貸 出 姿 勢 に 大 き な 変 化 は み ら れ な い も の

の 、 資 金 繰 り は や や 窮 屈 に な っ て い る 。  

 人 材 確 保 が 困 難  

 当 業 界 で は 新 た な 技 術 や プ ロ グ ラ ミ ン グ 言 語 に 対 応

で き る 人 材 に 対 す る 採 用 意 欲 は 高 い が 、 最 近 に な っ て

他 産 業 の 採 用 状 況 が 好 転 し た こ と や 、 情 報 系 を 志 望 す

る 若 年 者 層 が 以 前 よ り 減 少 し て い る こ と な ど か ら 、 特

に 新 規 採 用 者 に お い て 、 大 学 、 専 門 学 校 か ら 希 望 す る

人 材 を 確 保 す る こ と が 困 難 に な っ て い る 。  

 一 方 、 金 融 機 関 な ど の 基 幹 系 シ ス テ ム の 更 新 に つ い

て は 、 導 入 当 時 に 用 い ら れ て い た 開 発 言 語 に 精 通 し た

5 0 歳 代 以 上 の 人 材 が 必 要 な 場 合 も あ り 、団 塊 の 世 代 が

大 量 退 職 を 迎 え る い わ ゆ る 2 0 0 7 年 問 題 を 深 刻 に 受 け

止 め て い る 企 業 も あ る 。  
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 今 後 の 動 き  

 1 8 年 の 見 通 し に つ い て は 、業 界 で は 受 注 は 引 き 続 き

増 加 傾 向 に あ り 、 多 く の 企 業 で 前 年 並 み も し く は そ れ

以 上 の 売 上 を 確 保 で き る だ ろ う と み て い る 。 た だ 、 人

材 の 確 保 状 況 に よ っ て は 、 大 き な 案 件 に 対 応 で き に く

く な る な ど 受 注 に 影 響 が 生 じ る 懸 念 が あ り 、 大 き な 課

題 と な っ て い る 。  

（ 平 井  拓 己 ）  
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大阪府 全国

事業所数
（か所）

従業者数
（人）

年間売上高
（百万円）

事業所数
（か所）

従業者数
（人）

年間売上高
（百万円）

平成７年 343 24,629 332,999 3,310 235,704 3,741,009

　　８年 392 25,356 402,606 3,789 249,254 4,351,317

　　９年 376 27,381 446,095 3,701 263,679 4,857,114

　　10年 502 34,611 608,349 5,099 342,410 6,318,916

　　11年 477 32,163 584,082 4,925 340,642 6,692,482

　　12年 398 25,987 609,643 4,483 339,810 7,421,121

　　13年 408 27,551 698,152 4,615 329,504 9,471,820

　　14年 381 28,748 696,511 4,527 348,248 9,685,925

　　15年 351 25,888 557,573 4,289 342,918 8,805,141

　　16年 360 26,338 556,177 4,100 358,755 9,243,642

資料：経済産業省『特定サービス産業実態調査報告書（情報サービス業編）』各年版より作成。

ソフトウェア業の推移

（注）平成10年調査より、調査対象名簿が拡充されている。また、13年には調査対象範囲が市区部から全国の事業所に
拡大されている。

事業所数
（か所）

従業者数
（人）

年間売上高
（百万円）

１事業所
当たり
売上高
（万円）

従業者
１人当たり
売上高
（万円）

360 26,338 556,177

(8.8) (7.8) (6.0)

1,202 164,691 5,604,893

(29.3) (48.5) (60.6)

259 41,834 1,046,333

(6.3) (12.3) (11.3)

238 11,620 251,867

(5.8) (3.4) (2.7)

195 10,818 192,189

(4.8) (3.2) (2.1)

4,100 339,776 9,243,642

(100.0) (100.0) (100.0)

（注）（　　）内は全国に対する構成比。

資料：経済産業省『平成16年　特定サービス産業実態調査報告書 （情報サービス業編）』より
　　　作成。

主要都府県のソフトウェア業の状況（平成16年）

大阪府

東京都

神奈川県

2,112

3,403

2,501

154,494

466,297

403,990

105,826 2,168

1,777

2,721

愛知県

福岡県

全国

98,558

225,455
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情報サービス業の業務種類別売上高の推移（ソフトウェア開発、プログラム作成：全国）

単位：百万円、％

うちシステム
インテグ
レーション

うちゲームソフト

平成14年 6,702,286 5,569,681 3,023,297 1,132,605 445,143

(1.4) (0.8) (7.9) (4.5) (13.2)

　　15年 6,601,912 5,435,471 3,010,217 1,166,441 485,764

(-1.5) (-2.4) (-0.4) (3.0) (9.1)

　　16年 6,894,225 5,647,261 3,250,810 1,246,964 504,388

(1.0) (1.7) (3.3) (-2.3) (3.8)

1,768,434 1,462,537 825,093 305,898 109,247

(-2.4) (-1.6) (1.6) (-6.0) (-7.4)

1,482,717 1,139,321 661,018 343,396 193,950

(2.0) (3.1) (3.1) (-3.2) (8.8)

2,371,222 2,036,704 1,159,570 334,518 105,282

(-0.9) (1.3) (0.0) (-12.2) (-18.5)

1,235,599 1,031,046 595,378 204,553 69,550

(-1.2) (-0.3) (-1.6) (-5.6) (-3.4)

1,838,008 1,550,662 849,805 287,345 106,289

(3.9) (6.0) (3.0) (-6.1) (-2.7)

平成17年10月 365,139 283,305 160,921 81,834 46,102

(1.4) (4.3) (2.2) (-7.5) (-9.5)

資料：経済産業省『特定サービス産業動態統計』より作成。

（注）１．（　　）内は対前年比及び対前年同月（四半期）比増減率（％）。

　　　２．平成16年分は、一部調査対象の追加等を行ったため、以前の数値と不連続が生じている。
　　　　　なお、伸び率はこれを調整したものである。

受注ソフトウェア ソフトウェア
プロダクト

ソフトウェア開発、プログラム作成


